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1. はじめに 

 

2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震に起因して、東京電力福島第一原子力発電所事故 

(以下、福島原子力発電所事故) が発生した。事故により、周辺環境に放射性物質が拡散し、そ

の影響を評価することが急務となった。 

短時間で、広域のモニタリングを実施する方法として、有人のヘリコプターを用いた航空機

モニタリング (Aerial Radiation Monitoring) が挙げられる。航空機モニタリングによる放射線の

測定マッピングは、ウラン探査の技術がベースとなり 1)、米国スリーマイル島（以下、スリー

マイル島）の事故やチェルノブイル原子力発電所事故を契機として環境中の地表に沈着した人

工の放射性核種を迅速に検出するための手法として開発されてきた。米国では、エネルギー省 

(DOE) を中心に多数の航空機モニタリングの機器を所有しており、核実験場等の計測で培った

経験を基に緊急時における運用方法が整備されている 2), 3)。 また、欧州ではチェルノブイル

原子力発電所事故後、スコットランド大学連合環境放射能研究所  (Scottish Universities 

Environmental Research Centre; SUERC) を中心に、各国で運用されている航空機モニタリングの

システムを一か所に集め比較測定を実施し、データフォーマットや解析手法の標準化を行って

いる 4)。 

航空機モニタリングは、1979 年に起きたスリーマイル島原子力発電所事故に利用されて以来、

我が国でも旧日本原子力研究所を中心に開発が進められた。森内らは、1980 年から 5 年間にわ

たって航空機γ線サーベイシステム (Aerial radiological survey and assessment system; ARSAS) 

の開発を行い、基本的な航空機サーベイの方法を確立した 5), 6)。また、原子力災害時の空気中

の放射性プルームの評価を目的とし、シミュレーション計算を用いたガス状の放射性物質の測

定手法に関する基礎研究が行われている 7)。その後、航空機モニタリングの技術は公益財団法

人原子力安全技術センター (以下、NUSTEC) に引き継がれ、原子力防災における放射線分布を

早期に計測するツールとして整備されてきた 8)。しかしながら実態としては、福島原子力発電

所事故当時、我が国において、航空機モニタリングは指針等 9)で原子力防災時に実施するよう

に位置づけられてはいたが、今回のような広範囲の測定に対応できるデータ取得方法やデータ

解析方法について、ルーチンベースで整備されていたとは言い難かった。 

事故直後、航空機モニタリングは、DOE と文部科学省 (以下、文科省) により開始された

10),11),12)。航空機モニタリングの手法については、日本原子力研究開発機構 (以下、原子力機構) 

を初めとした航空機モニタリングの経験のある研究機関や企業などが集結し、DOE の手法をベ

ースに、事故の状況や急峻な地形が多いという日本独特の環境を加味して最適化を行ってきた。

特に、地上高さ 1 m における線量率や放射性セシウムの沈着量等の地上値への換算パラメータ

については、実際にデータを取得しつつ評価する必要があったため、得られた結果を基に考察

し最適化を行ってきた。また、バックグラウンドとなる天然の放射線との識別方法や地上の線

量に換算するパラメータの設定には試行錯誤を重ねてきた 13), 14)。福島原子力発電所事故後に行

った航空機モニタリングは、我が国初の大規模な原子力災害における日本全域の航空機モニタ

リングを行った結果であり、作成した汚染マップは避難指示区域設定の基礎資料となっている

他、様々なメディアや研究に活用されている 15) 。さらに、高度な解析例として、鳥居ら 16),17) 
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は DOE が事故直後に実施した航空機モニタリングデータのγ線スペクトルをコベル法により

再解析し、得られた 131I のピーク面積からモンテカルロ計算コードにより沈着量に換算する手

法を開発した。また、事故直後に実施されていた東京電力福島第一原子力発電所 (以下、発電

所) 周辺の海上における航空機モニタリングデータを再解析し、事故直後の海上における 131I

や放射性セシウムの降下量マップを再構築し、シミュレーションと比較した例もある 18)。いず

れの例も、福島原子力発電所事故後における航空機モニタリングによるデータ取得の有効性及

び得られる情報量の多さを示している。 

福島原子力発電所事故から 4 年以上経過した現在では、放射性物質の環境中における移行状

況の解明が必要となっており、継続的な航空機モニタリングが望まれている。航空機モニタリ

ング事業は当初、文科省事業であったが、2013 年度に原子力規制庁（以下、規制庁）に移管さ

れて定期的に実施されており、その結果は規制庁の HP で随時公開されている 19)。2014 年度に

おける本委託事業では、福島県及びその近隣県の航空機モニタリングを実施した。ここでは、

その結果について報告する。  
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2. 航空機モニタリングの経緯 

 

航空機モニタリングの一連のスケジュールと実績について Table 2-1 及び Fig. 2-1 に示す。航

空機モニタリングは、2011 年 3 月 25 日に文科省によりプレス発表された「文科省航空機モニ

タリング行動計画 20)」に則り、2011 年 4 月 6 日から DOE と NUSTEC によって「第 1 次モニ

タリング」として発電所から 80 km 圏内を実施した。また、2011 年 5 月 18 日から「第 2 次モ

ニタリング」として NUSTEC により発電所 80-100 km 圏が実施された。その後、2011 年 5 月

31 日に開始された「第 3 次モニタリング」からは、文科省が主体として実施することになり原

子力機構が加わって、発電所から 80 km 圏内を実施した。さらに、100 km 圏外にも放射性物質

が拡散していることが予想されたため、2011 年 6 月 22 日から福島周辺県の宮城県、栃木県、

茨城県を対象に実施した後、2011 年 8 月 2 日から、文科省委託事業である広域環境モニタリン

グのための航空機を用いた放射性物質拡散状況調査として、原子力機構が主体となり東日本全

域の航空機モニタリング「東日本第 1 次モニタリング」を実施した。その後、2011 年 10 月 22

日から「第 4 次モニタリング」として実施した。また、文科省委託事業を拡大する形で、2012

年 1 月 30 日からは、北海道から沖縄までの上記以外の地域における航空機モニタリング「西

日本・北海道モニタリング」を実施した。2012 年 2 月 6 日からは、「警戒区域及び計画的避難

区域における航空機モニタリング (第 4.5 次) 」として実施した。 

2012 年度 (平成 24 年度) は、それまでのデータに基づき、福島原子力発電所事故の影響が見

られる地域に限定し、モニタリングを継続した。線量率の比較的高い場所（0.2μSv/h を超える

地域とその周辺）で、発電所から 80 km 圏内を除く地域を対象に、2012 年 4 月 2 日から「東日

本第 2 次モニタリング」を 2012 年 10 月 31 日から「東日本第 3 次モニタリング」を実施した。

80 km 圏内については、2012 年 6 月 22 日及び 11 月 2 日から「第 5 次モニタリング」、「第 6 次

モニタリング」をそれぞれ実施した。さらに、2013 年 3 月 4 日には、前年に続き、「警戒区域

及び避難指示区域における航空機モニタリング(第 6.5 次)」を実施した。 

2013 年度 (平成 25 年度) は、事業主体が原子力規制庁に移管され、80 km 圏内について 2013

年 8 月 27 日及び 2013 年 11 月 2 日から「第 7 次モニタリング」及び「第 8 次モニタリング」を

実施した。また、2013 年 9 月 3 日から線量率の比較的高い場所を対象に「東日本第 4 次モニタ

リング」を実施した。なお、平成 25 年度の結果については、眞田らの報告書に詳しい 21)。 

2014 年度（平成 26 年度）は、80 km 圏内について 2014 年 9 月 1 日から「第 9 次モニタリン

グ」を実施した。また、2014 年 9 月 21 日から、発電所から 80km 圏内を除く前年と同じ地域を

対象に「東日本第 5 次モニタリング」を実施した。このように、航空機モニタリングの事業は

日本全域について福島原子力発電所事故の影響の全体像を示すとともに、影響の大きい地域に

ついては継続的に測定するなど、信頼できるデータを提供してきた。 
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3. 航空機モニタリングシステム 

 

3.1. 航空機モニタリングシステム 

航空機モニタリングシステム (Aerial radiation monitoring system: ARMS) には、NaI シンチレ

ーション検出器のような大型のスペクトル測定型の検出器の情報と GPS (Global Positioning 

System, 全地球測位網) による位置情報をリンクしてデータ保存するシステムが用いられる。 

今回のモニタリングで使用したシステム (以下、RSI システム) は、事故当時に DOE により

行われた航空機モニタリングで用いられたシステムと同タイプであり、Radiation Solution Inc. 

(RSI, Canada) 製の機内に装着するタイプである。RSI システムのブロック図を Fig. 3-1 に示し、

外観を Fig. 3-2 に示す。検出部（Detector）には、2”x 4”x 16”の NaI シンチレーション検出器 

3 本を組み込んだ検出器のユニットを 2 台使用している (合計: 12.6 L) 。検出器で計測した

1,024 ch のγ線のスペクトルは 1 秒ごとに同期する GPS による位置データとともに、RS701 と

呼ばれる検出器上部に取り付けてあるデータ収集装置に保存される。検出器 2 台のデータは

RS501 という装置で統合される。RS501 は PC と接続でき、PC にインストールされている専用

のソフトウエア (RadAssist) を使用することによって GPS による位置情報やγ線の計数率情報

をリアルタイムに確認出来る。また、全体は外付けのバッテリーで駆動し、完全充電で 5 時間

稼働が可能である。本書においては、RSI システムは 2 セットあるため、それぞれ RSI-1 及び

RSI-2 と区別する。 

 

 
Fig. 3-1 RSI システムのブロック図 
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Fig. 3-2 RSI システムの写真 

 

  

検出器 
RSX-3 

データ収集 
RS501 

バッテリー 

データ収集 
RS701 
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3.2. ヘリコプターの選定 

RSI システムは、機内に搭載するタイプであるため、機体 (ヘリコプター) を選ばないという

メリットはあるが、ヘリコプターの機底に燃料タンクがある場合、燃料タンクの材料及び燃料

による放射線の遮へいを無視できず評価が難しくなる。そこで、燃料の遮蔽状況の評価に伴う

誤差の導入を避けるため RSI システムを使用できる機体は、機底に燃料タンクのない機種に限

定した。選定した機体について、Fig. 3-3 に示す。また、2012 年以降使用した機体と RSI シス

テムの組み合わせを Table 3-1 に示す。今年度は、機体繰りの都合から、Bell 430 及び Bell 412

を使用した。 

 

 

Fig. 3-3 ヘリ底に燃料タンクのない機体一覧 
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Table 3-1 使用したヘリコプターと RSI システムのリスト 

 

  

第5次航空機モニタリング 2012/6/22～6/28 Bell 430 (JA05TV) NNK AS 332 (JA9660) NNK

第6次航空機モニタリング 2012/10/31～11/16 Bell 430 (JA6900) AAC

東日本3次モニタリング 2012/10/31～12/28 Bell 412 (JA6767) NNK Bell 430 (JA05TV) NNK

警戒区域及び避難指示区域における
航空機モニタリング (6.5次)

2013/3/4～3/11 Bell 412 (JA6767) NNK

Bell 430 (JA6900) AAC Bell 412 (JA6928) AAC

Bell 412 (JA6767) NNK Bell 430 (JA05TV) NNK

Bell 430 (JA6900) AAC Bell 430 (JA05TV) NNK

Bell 412 (JA6767) NNK

第8次航空機モニタリング 2013/11/2～11/19 Bell 430 (JA6900) AAC Bell 430 (JA05TV) NNK

第9次航空機モニタリング 2014/9/1 ～9/20 Bell430 (JA05TV) NNK Bell412 (JA6928) AAC

Bell430 (JA05TV) NNK Bell412 (JA6767) NNK

Bell412 (JA6928) AAC

NNK: 中日本航空所有

第7次航空機モニタリング

モニタリング期間
RSI-2RSI-1

ヘリコプター

東日本5次モニタリング 2014/9/21 ～11/7

（）内は機体登録番号

年度 モニタリング名

AAC: 朝日航洋所有

2013/8/27～9/28

東日本4次モニタリング 2013/9/3～11/4

2012

2013

2014
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3.3. 線源試験 

3.2 節で述べたように、機底に燃料タンクのない機体を選定しているが、機種によって遮蔽の

程度は異なると考えられる。なお、この遮蔽状況の違いは、後述するパラメータフライトに含

まれるため、単独でパラメータとして扱う必要はないが、数値の解析の際の参考情報となる。

ここでは、遮蔽効果を把握するためにポイントソース (137Cs: 10 MBq) を用いて検出器の計数

する計数率を相互比較した。比較結果を Table 3-2 に示す。なお、線源は、検出器からの距離を

固定し (90 cm)、1 分間の平均の計数率で比較した。RSI システムと線源位置の関係について Fig. 

3-4 に示す。 

今回使用した機体では、Bell 412 (JA6928) の計数率が 10 %ほど低かったが、これは Bell 412

と Bell 430 の機体底部の構造の違いによるものと考えられる。このように機体の違いや機体が

同一であっても検出器を配置する位置によっても若干遮蔽状況は変わると考えられるので、今

回のような線源試験を実施し、配置位置を決めるのがよい。 

 
Table 3-2 ポイントソースによる機体の遮蔽状況の比較 

（検出器から 90 cm 位置に線源を配置） 

 

 

 
Fig. 3-4 線源試験イメージ 

 

  

No. System ヘリコプター 計数率 No.1を1として規格化

1 RSI-1 Bell430 (JA05TV) NNK 122,000 1.00

2 RSI-2 Bell412 (JA6928) AAC 108,000 0.89

3 Bell412 (JA6767) NNK 117,000 0.96
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3.4. RSI システムの保守 

RSI システムの健全性をチェックするため、RSI システムに組み込まれているプログラムに

より、各フライト前に以下の事項を確認した。 

・RSI システムの接続チェック: データ収集装置 (RS701 及び RS501) に表示されるエラーラン

プチェック 

・チェックプログラムによる検出器の特性確認（環境中に存在する 208Tl の 2,614 keV のピーク

の半値幅 (Full Width at Half Maximum; FWHM) と信号増幅回路 (Amplifier; アンプ) の振幅利

得 (gain; ゲイン)をチェック） 

ピークの半値幅については、製造メーカーからの保守の推奨値として 6 %以下とされている。

日常の点検で常に数値を確認し、この推奨値を超えた場合には、高圧電源の電圧を変更するな

ど再調整を実施した。また、アンプのゲインについては 0.8 を下回る場合に再調整を行った。

本事業における FWHM とアンプのゲインの推移について Fig.3-5, Fig.3-6 に示す。図中の RSI-1

以降の枝番は 3 台配置してある検出器番号である。このように、アンプのゲインは使用日数が

長くなるにつれ若干上昇傾向にある。これは、気温の低下により検出器の信号が小さくなるこ

とに起因する。このことから、気温の低い時期のモニタリングの際には注意が必要であり、ヘ

リコプターの機内はなるべく気温が下がらないようにすることが望ましい。これらのデータは

RSI システムの保守を行う際に参考となる。 
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Fig. 3-5 RSI システムの半値幅及び Gain の変動 (RSI-1) 
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Fig. 3-6 RSI システムの半値幅及び Gain の変動 (RSI-2) 
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4. データ取得及び解析方法 

 

4.1. 上空での測定値の地上への換算に関する基本的な考え方 

上空から地上の放射線を測定する基本的な考え方は、以下のような仮定に基づいている。 

・ 上空で測定されている計数値は、上空を頂点とし対地高度を高さとした円錐の底面部分に

該当する地上の放射線の平均値。 

・  測定対象となる地表は、平坦かつ放射線の分布は一様とする。 

このような条件における上空で測定されている計数値を具体的に理解するため、γ線の遮蔽

計算に広く用いられている点減衰核積分コード QAD-CGGP2R を用いてシミュレーションを行

った。線源は、134Cs と 137Cs が無限平板（実際の計算では、無限相当とした。半径 2,000 m×高

さ 1 mm）で均一に分布していると仮定し、対地高度と線量率の関係を求めた。計算結果につい

て Fig. 4-1 に示す。このように、対地高度 50 m 以上では、線量率と対地高度は指数の相関関係

にあることがわかる。一方、50 m 以下では、指数の関係から外れることがわかる。これは、50 

m 以上では地表面からの放射線が検出器に対し平行入射に近いため、線源からの距離をパラメ

ータとした一定の指数関数の関係で放射線が減衰するが、50 m 以下では線源への距離がより近

くなるため対地高度が低くなるにつれ、放射線の減衰だけでなく影響を受ける線源の範囲が広

がり、一定の指数関数の関係から逸脱することが示唆される。 

このように、上空から地上を測定する際には、高度が高くなるにつれ地上の対象となる範囲

が広がる。上空における地上からの放射線の到達状況を定量的に理解するために計算コードを

用いてシミュレーションを実施した例を示す。計算は、光子・電子挙動シミュレーション用と

して実績のあるカスケードモンテカルロ計算コード EGS5 を使用した。まず、EGS5 により、

RSI システムの検出器をモデル化した 13) 。次に、地上に無限平板の 137Cs 円柱線源を模擬した。

モデル化した検出器を線源円盤の中心軸上に配置し、線源円盤と検出器の距離を変化させ、検

出器に入射する放射線の計数率を計算した。さらに、同ジオメトリにおける検出器に到達する

放射線の起源となる線源の位置を計算した。無限平板線源における任意の半径内の放射線が、

検出器で計数される割合を Fig. 4-2 に示す。ここで、検出器と線源の距離は、50, 100, 300, 500 

m の場合を計算した。航空機モニタリングの基準高度である 300 m から計測した場合、線源の

概ね 300 m の円内の放射線の計数が 80 %以上の割合を占めることが分かる。また、検出器の位

置から同軸上の線源位置を中心として、100 m 毎のドーナツ状の面積で分割し、その部分の放

射線が検出器で計数される割合を Fig. 4-3 に示す。線源からの距離は 100, 300, 500 m の場合で

比較した。高度 300 m の場合を見ると、100～200 m の位置が 30 %で最も割合が大きく、0～100 

m 及び 200-300 m は 20 %程度であった。この割合の違いは計数効率を考慮すると大きくなく、

イメージとしては、対地高度 300 m で測定されている地上の範囲は、対地高度と同じ 300m を

半径とする円内の放射線の平均値と考えて良い。一方、比較として計算した、検出器と線源の

距離が 50 m の場合は 80 %を占める線源半径は検出器と線源の距離が 100 m の場合は線源半径

が 200 m、500 m の場合は線源半径が 400 m となる。この傾向は、Fig. 4-1 で示した高度と上空

での計数率の関係と矛盾せず、高度と測定範囲の関係が高度が引くなるにつれて、1:1 から逸脱

し、測定範囲が大きくなることを示している。飛行する対地高度が変化することは、地上の測
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定範囲が変化することになるが、上空から測定する不確かさを考慮すると、航空機モニタリン

グのデータの条件を一定にするには、対地高度は一定でフライトすること必要である。実際に

は、これらの理論や測定の不確かさ等を考慮し、対地高度 300 mを目安とし約 150 m～600 m以

内のデータを使用している。 

以上のことから、航空機によるモニタリングは、飛行する対地高度（300 m）と同じ半径（300 

m）の円内の放射線を飛行方向に向かって移動しながら測定していると説明できる。Fig. 4-4に

航空機モニタリングの測定イメージを示す。 

 

Fig. 4-1 対地高度と線量率の関係 
（半径 2,000 m×高さ 1 mm の円柱線源で計算, 縦軸は対数目盛） 

 

 

Fig. 4-2 均一無限平板線源を上空で測定した場合の検出器の計数に対する線源位置の関係 
（上空での検出器の計数率を 100 %に規格化し、線源半径由来の計数率の割合を積算） 
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Fig. 4-3 均一無限平板線源を上空で測定した場合の検出器の計数に対する線源位置の関係 
（上空での検出器の計数率を 100 %に規格化し、100 m ごとのドーナツ状の部分由来の計数率 

の割合） 
 

 

 

 

Fig. 4-4 上空からの測定イメージ 
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4.2. データ取得方法 

データは、下記のようなフライト条件で取得した。なお、条件は、気象条件や地形の高度勾

配によって若干変化する。Fig. 4-5 にデータ取得のイメージを示す。また、測定データは、1 秒

ごとに GPS の位置情報と検出器の γ 線のスペクトルを記録した。Fig. 4-6 にフライトの予定測

線について示す。以降、本報告書で使用する背景地図は、ArcGIS データコレクションスタンダ

ードパック (ESRI, Co. Ltd.) を使用した。 

[フライト条件] 

 速度：160～185 km/h (=86～100 knot) 

 対地高度：300 m (=1,000 ft) 

 測線間隔 

○80km 圏内 （発電所から 3 km 以内を除く） 

0.6 km：避難指示区域 

0.9 km：0.2μSv/h 以上の地域 

1.8 km：その他の地域 

○80km 圏外 

1.0 km：0.2 μSv/h 以上の地域 

3.0 km：0.2 μSv/h 未満の地域 

 

 

 
Fig. 4-5 フライトイメージ 
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Fig. 4-6 予定したフライトの測線 

 (背景地図は、ArcGIS データコレクションスタンダードパック (ESRI, Co. Ltd.) を使用) 

■測線間隔 

○80km 圏内  

（発電所から 3 km 以内を除く） 

0.6 km：避難指示区域 

0.9 km：0.2μSv/h 以上の地域 

1.8 km：その他の地域 

○80km 圏外 

1.0 km：0.2 μSv/h 以上の地域 

3.0 km：0.2 μSv/h 未満の地域   
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4.3. キャリブレーションフライトによるパラメータ取得 

上空で取得したデータを、地上 1 m 高さにおける放射線量率や地表面の放射性セシウムの沈

着量に換算するため、キャリブレーションフライトを行った。キャリブレーションフライトの

種類と目的について Table 4-1 に示す。 

テストラインフライトとは、高度を補正するための実効的な空気減弱係数 (Attenuation Factor

以下、AF) を求めるためのフライトである。本フライトは、線量率や地形の変化が少ない約 3 

km のラインを設定し、その上空において高度を変化させながら (150 m, 300 m, 450 m, 600 m, 

750 m, 900 m, 1,500 m) フライトを実施した。得られたデータは高度毎に平均化し、高度と計数

率のグラフを作成し、指数近似の傾きを AF とする。テストラインフライトのイメージを Fig. 

4-7 に示す。また、テストラインとして選定した場所について Fig. 4-8 に示す。 

テストポイントフライトとは、半径約 1,000 m の範囲内で線量率の勾配が小さい場所及び地

形の平坦な地点を選定し、地上の線量率を測定した場所の上空をフライトし、基準高度 (300 m) 

における地上の線量率換算係数 (Conversion factor of Dose-rate、CD: cps/[µSv/h]) を求めるため

のフライトである。テストポイントでは人手により、NaI シンチレーション式サーベイメータ 

(日立アロカメディカル製 TCS-171B) と電離箱式サーベイメータ (日立 ALOKA 社製 ICS-

323C) を用いて、半径約 1,000 m の範囲内で 60 ポイントを目安に 1 m 高さの空間線量率の測定

を行った。Fig. 4-9 にテストポイントフライトのイメージを示す。また、テストポイントとして

選定した場所を Fig. 4-10 に示す。なお、これまでの航空機モニタリングの経験から、ホバリン

グで同一の場所にとどまることは非常に難しいことから、高度を変えたフライトの相互比較か

ら算出する実効的な空気減弱係数をテストラインで実施し、地上で測定した線量率との比較す

る線量率換算係数を算出するフライトはテストポイントで実施することにしている。 

また、宇宙線の影響を差し引くために、海上を 300～2,500 m まで上昇し、データを取得する

宇宙線フライトを週 1 回程度実施した。その他、BG フライトとして検出器及び機体のバック

グラウンドを求めるために、地表に沈着した放射性セシウムの影響のない対地高度 900 m 上空

でデータを取得する BG フライト及び天然核種のみの場所においてデータを取得し、γ線スペ

クトルから天然核種の影響を差し引くスペクトルインデックスを算出するための天然核種フラ

イトが必要になる。天然核種フライトの場所を Fig. 4-11(左) に示す。さらに、Rn の影響を考察

するために、決められた場所の上空 450～900 m までを直線的に上昇しデータを取得する Rn 影

響フライトや異なる機体や RSI システムの組み合わせの相互評価のため、同じ場所をフライト

するオーバーラップフライトがある。オーバーラップフライトの場所を Fig. 4-11 (右) に示す。

これらのフライトの中でオーバーラップフライトのみ、実際の解析に使用するパラメータの取

得が目的でなく、機器や機体間の相互評価に使用するものであり、パラメータの妥当性を検証

することを目的として用いた。なお、各パラメータの詳細については次章以降で記述する。 
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Table 4-1 キャリブレーションフライトの一覧 
名称 目的 方法 頻度 

テストラインフライト 空気減弱係数を算出 指定のテストライン上で高

度を変化させてフライト 

週２回 

テストポイントフライト 線量率換算係数を算

出 

指定の地点上で、300 m

高度で 2 分 

週２回 

宇宙線フライト 宇宙線の影響を調査

する 

海上を 300-2,500 m ま

で上昇 

週 1 回 

Rn 影響フライト Rn の影響を調査する フライト前に拠点近くの測

線上を 450-900 m まで

直線的に上昇 

毎日 

BG フライト 機体のバックグラウン

ドを調査 

1,000 m を 2 分 

（Rn 影響フライト後に実

施） 

毎日 

天然核種フライト 天然核種のみのスペ

クトルインデックスを算

出 

Cs の影響のない場所でフ

ライト 

過去に使用実績がな

ければ 1 回 

オーバーラップ 

フライト 

機体間のレスポンス 

補正 

指定場所をフライト 機体と RSI システムの

組み合わせ毎に 1 回 
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Fig. 4-7 テストラインフライトのイメージ 
 

 
Test line 1 (岩手県奥州市)                  Test line 2 (栃木県那須塩原市) 

 
Test line 3 (群馬県みどり市)                   Test line 4  (茨城県那珂市) 

Fig. 4-8 テストラインの場所 (1/2)  
(背景地図は、ArcGIS データコレクションスタンダードパック (ESRI, Co. Ltd.) を使用) 
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Test line A (福島県須賀川市) 

 

Fig. 4-8 テストラインの場所(2/2)  
(背景地図は、ArcGIS データコレクションスタンダードパック (ESRI, Co. Ltd.) を使用) 

 
 

 
Fig. 4-9 テストポイントフライトのイメージ 
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Test point 1 (岩手県奥州市)                  Test point 2 (栃木県那須塩原市) 

 
Test point 3 (群馬県みどり市)                   Test point 4  (茨城県那珂市) 

 
Test point A  (福島県浪江町)                   Test point D (福島県南相馬市) 

 

Fig. 4-10 テストポイントの場所  
(背景地図は、ArcGIS データコレクションスタンダードパック (ESRI, Co. Ltd.) を使用) 
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Fig. 4-11 BG 天然核種フライトの場所（左）、オーバーラップフライト場所（右）  
(背景地図は、ArcGIS データコレクションスタンダードパック (ESRI, Co. Ltd.) を使用) 

 

4.4.  解析のフロー 

本測定法により、計数される放射線は主に以下の 4 種類に分けられる。 

① 放射性セシウムからのγ線 

② 天然の放射性核種からのγ線 

③ 自己汚染 

④ 宇宙線 

放射性セシウムの影響を測定することが目的であるため、②～④起源の計数率は減算する必

要がある。これらを考慮した解析のフローを Fig. 4-12 に示す。なお、本章以降の線量率とは、

周辺線量当量率 (1 cm 線量当量率) を意味する。 
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Fig. 4-12 解析のフロー 

 

4.5. 線量率への換算方法 

上空での計数率から地上への線量率へ換算する手順は、大まかに以下の手順となる。 

1）全計数率からバックグラウンド計数率 (自己汚染及び宇宙線由来の計数率) 減算 

2） フライト高度の基準高度からのずれを補正 

3） 線量率換算係数により地上線量率に換算 

以下、上記項目の詳細について述べる。 

 

4.5.1. バックグラウンド (自己汚染及び宇宙線) 

航空機モニタリングにおいて、自己汚染及び宇宙線はバックグラウンドとなる。これらの減

算方法について示す。自己汚染については、BG フライトとして実施した地上からの放射線が

届かないと考えられる 1,000 m 以上のフライト（もしくは海上でフライトした際のデータ：宇

宙線フライト）を用いる。地上で測定したスペクトルと海上で取得したスペクトルの例を Fig. 

4-13 に示す。 

海抜高度が上昇すると宇宙線起因の計数率が上昇することが分かっている。宇宙線の計数

は、RSI システムが測定している全エネルギー範囲 (50～3,000 keV) で計数されるが、2,614 

keV の Tl-208 が放出する γ線の影響により、2,614 keV 以下の計数は弁別が難しい。そこで、

宇宙線の影響だけを計数していると考えられる 2,800 keV 以上の計数を用いる。Fig. 4-14 に海

抜高度と宇宙線の計数率の関係を示す。この例は、沖縄と北海道での海上において、50 m～
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2000 mの高度で取得したデータの 2,800 keV以上の計数率をプロットしたものである。なお、

RSIシステムにおいて、3,000 keV以上の計数は最終チャンネル (1,024 ch) に積算される。こ

のように、海抜高度と計数率は、指数の相関関係にある。この関係は日本全国のどこでも同様

であること、及び 2,800 keV以上の計数率と 2,800 keV以下の計数率の比 (CR-index) が一定で

あること、に着目し機体の検出器の組み合わせ毎に CR-indexを計算した。その後、実際に測

定したスペクトルの 2,800 keV以上の計数率から全エネルギーの計数率を算出し、全計数率か

ら差し引いた。実測したデータを基に計算した自己汚染の計数率及び CR-indexについて Table 

4-2に示す。これらのパラメータを実際の解析に使用し、バックグラウンドの減算を行った。 

 

 

 
Fig. 4-13 RSIシステムにおける地上で取得したγ 線スペクトルと海上でのスペクトル例 

 

 

 
Fig. 4-14 海抜高度と 2,800 keV以上の計数率の関係の例 (a: 沖縄海域, b: 北海道海域) 
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Table 4-2 機体とシステムの組み合わせと自己汚染による計数率及び CR-index 

System 自己汚染計数率 CR-index

RSIシステム1 Bell 430 (JA6900) AAC 545 3.41

Bell 412 (JA6767) NNK 273 3.41

RSIシステム2 Bell 412 (JA6928) AAC 186 3.84

Bell 430 (JA05TV) NNK 358 3.84

ヘリコプター

 

 

4.5.2. 高度補正係数 

測定点における対地高度の補正を行うために、テストラインであらかじめ取得したデータを

基に、実効的な AF を求めた。高度補正に必要な補正係数は、計算式 [1] を用いて算出できる。 

−  )                                                  [1] 

ここで、 

HF: 高度補正係数（Height correction Factor; 以下、HF） 

Hsd: 基準高度 (300 m) 

Ha:  対地高度 (GPS 高度－DEM－ジオイド高度) 

対地高度の算出には、GPS で記録した楕円対地高度から、公開されている 10 m メッシュの

数値標高モデル(DEM: Digital Elevation Model) 22) 及びジオイド高度を差し引いて求めた*1。Fig. 

4-15 に対地高度と計数率の関係の例について示す。このように、Microsoft Excel®上で指数関数

フィッティングを行い、近似曲線の傾きを AF とした。実際の AF の数値は、過去のデータ及び

今回の評価結果の平均値を使用した。使用した数値と標準偏差 (σ) について Table 4-3 に示す。

また、過去に実施した AF データ一覧の結果を Table 4-4 に示す。表中の R2 は近似曲線の決定

係数である。AF の数値は使用したヘリコプター2 機種間で大きな違いはなかった。今後、本数

値 (-0.0072 m-1) を固定で使用しても問題ないと考えられる。なお、キャリブレーションのフラ

イトは、RSI システムの健全性を確認する意味合いもあるため、今後も実施することが望まし

いと考える。 

 

                                                           
*1 GPS で測定される高度は、世界測地系で使用している楕円体表面からの高さになってお

り、標高 (飛行体の場合は対地高度) を求める場合には、測地学的に定義されている海水面か

らの高さ (ジオイド高) を差し引く必要がある。ジオイド高は、地域によって異なるが、日本

においては 30～40 m である。 
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Fig. 4-15 対地高度と計数率の関係 (Bell 430 JA6900, 2013/11/5 実施, Test line A) 

 

 

Table 4-3 使用したパラメータのまとめ （誤差は測定結果の標準偏差（σ）） 
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Table 4-4 AF データ一覧 

 

※ 赤文字部分：本年度取得データ 

 

m-1 R2

E5th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line 1 2014/9/26 -0.00678 0.99912
E5th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line 1 2014/10/11 -0.00708 0.99984
E5th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line 2 2014/10/24 -0.00768 0.99984
E5th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line 4 2014/10/24 -0.00725 0.99913
E5th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line 4 2014/11/3 -0.00710 0.99583
E5th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line 2 2014/11/4 -0.00743 0.99990
E4th 5043 JA6900 Bell430 AAC Test_line 2 2013/10/17 -0.00730 0.99999
E4th 5043 JA6900 Bell430 AAC Test_line 2 2013/10/31 -0.00721 0.99995
E4th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line 1 2013/9/19 -0.00699 0.99997
E4th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line 1 2013/9/24 -0.00698 0.99997
E3th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line 1 2012/10/31 -0.00733 1.00000
E3th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line 1 2012/11/4 -0.00746 0.99997
E3th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line 2 2012/11/14 -0.00746 0.99997
E3th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line 2 2012/11/20 -0.00794 0.99997
E3th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line 2 2012/11/28 -0.00814 0.99997
E3th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line 3 2012/12/10 -0.00720 0.99997
E3th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line 3 2012/12/14 -0.00584 0.99934
E3th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line 3 2012/12/20 -0.00669 0.99934
9th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line A 2014/9/2 -0.00699 0.99988
9th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line A 2014/9/20 -0.00726 0.99954
8th 5043 JA6900 Bell430 AAC Test_line A 2013/11/5 -0.00709 0.99987
8th 5043 JA6900 Bell430 AAC Test_line A 2013/11/16 -0.00723 0.99994
8th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line A 2013/11/2 -0.00700 0.99997
8th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line A 2013/11/9 -0.00760 0.99866
7th 5043 JA6900 Bell430 AAC Test_line A 2013/8/29 -0.00677 0.99975
7th 5043 JA6900 Bell430 AAC Test_line A 2013/9/1 -0.00707 0.99944
7th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line A 2013/9/9 -0.00705 0.99920
7th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line A 2013/9/12 -0.00701 0.99980
7th 5045 JA05TV Bell430 NNK Test_line A 2013/9/17 -0.00721 1.00000
6th 5043 JA6900 Bell430 AAC Test_line 4 2012/10/31 -0.00761 0.99999
6th 5043 JA6900 Bell430 AAC Test_line 4 2012/11/14 -0.00747 0.99996
5th 5043 JA05TV Bell430 NNK Test_line 4 2012/6/24 -0.00735 0.99921
5th 5043 JA05TV Bell430 NNK Test_line 4 2012/6/26 -0.00733 0.99935
5th 5043 JA05TV Bell430 NNK Test_line 4 2012/6/24 -0.00748 0.99858
5th 5043 JA05TV Bell430 NNK Test_line 4 2012/6/26 -0.00782 0.99701

E5th 5043 JA6928 Bell412 AAC Test_line 2 2014/10/29 -0.00768 0.99987
E5th 5043 JA6928 Bell412 AAC Test_line 4 2014/11/4 -0.00661 0.99933
E5th 5043 JA6928 Bell412 AAC Test_line 2 2014/11/4 -0.00738 0.99980
E5th 5043 JA6928 Bell412 AAC Test_line 4 2014/11/5 -0.00706 0.99950
E5th 5043 JA6767 Bell412 NNK Test_line 4 2014/9/26 -0.00691 0.99998
E5th 5043 JA6767 Bell412 NNK Test_line 3 2014/9/30 -0.00688 0.99879
E5th 5043 JA6767 Bell412 NNK Test_line 3 2014/10/11 -0.00707 0.99856
E5th 5043 JA6767 Bell412 NNK Test_line 4 2014/10/17 -0.00800 0.99960
E4th 5043 JA6767 Bell412 NNK Test_line 4 2013/9/20 -0.00675 0.99998
E4th 5043 JA6767 Bell412 NNK Test_line 3 2013/9/28 -0.00663 0.99993
E3th 5043 JA6767 Bell412 NNK Test_line 4 2012/12/14 -0.00735 0.99934
E3th 5043 JA6767 Bell412 NNK Test_line 4 2012/12/23 -0.00735 0.99934
9th 5043 JA6928 Bell412 AAC Test_line A 2014/9/2 -0.00681 0.99933
9th 5043 JA6928 Bell412 AAC Test_line A 2014/9/6 -0.00702 0.99952
9th 5043 JA6928 Bell412 AAC Test_line A 2014/9/18 -0.00734 0.99985
7th 5043 JA6767 Bell412 NNK Test_line A 2013/9/10 -0.00678 0.99993
7th 5043 JA6767 Bell412 NNK Test_line A 2013/9/18 -0.00710 0.99999
7th 5045 JA6928 Bell412 AAC Test_line A 2013/8/29 -0.00709 0.99983
7th 5045 JA6928 Bell412 AAC Test_line A 2013/9/3 -0.00691 0.99998

6.5th 5043 JA6767 Bell412 NNK Test_line 4 2013/3/4 -0.00817 0.99996
6.5th 5043 JA6767 Bell412 NNK Test_line 4 2013/3/7 -0.00817 0.99996
5th 5045 JA9660 AS332 NNK Test_line 4 2012/6/23 -0.00647 0.95798
5th 5045 JA9660 AS332 NNK Test_line 4 2012/6/26 -0.00825 0.95533

Date
AF

Monitiring No
System

(Device Serial)
Helicopter Body No

Operarion
campany

location
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4.5.3. 地上 1 m 高さの線量率への換算 

線量率換算係数（Conversion Dose-rate 以下、CD）は、テストポイントの地上における測定点

の平均値とその上空 300 m をフライトした計数率の平均値の比を取って求めた。なお、地上の

測定値は、ホバリングしたポイントの同軸上の地上の点を中心とした半径 500 m の円内に入る

測定結果のみを抽出し平均化している。Fig. 4-16 に、テストポイント (テストポイント A 及び

テストポイント B) における地上の測定例を示す。RSI システムは、機体の中に搭載するため、

ヘリコプターの機底の遮蔽により、CD は変化すると考えられる。今年度実施したテストポイ

ントフライトにより、求めた CD データ一覧を Table 4-5 に示す。ここでいう、線量率には、サ

ーベイメータの読み値を比較対象にしているため、天然核種による放射線量率が含まれる。 

CD は、地上での線量率を評価する重要な係数であるため、不確かさを極力小さくする必要

がある。CD の不確かさを小さくするには、テストポイントで取得する①上空での計数率、②地

上の線量率及び③高度のデータについて値のばらつきが少ない方がよい。Table 4-5 には、取得

したデータのばらつきについて、標準偏差 (2σ) を計算した結果を示す。また、本データの中

で特に個別のデータのばらつきが大きかったデータを統計学的手法を用いて排除し、ヘリコプ

ターの機種毎に平均値と数値の標準偏差 (σ) を計算した結果を、Table 4-3 に示す。 

このように、各々の機体の CD をみると平均値に対し標準偏差は 20 %ほどのばらつきがあっ

た。テストポイントの線量率の分布や地形の勾配の条件が完全に同一な条件でないこと、フラ

イトの高度も一定に保てないことを考慮すると、相当なデータであるといえる。一方、Bell 412

と Bell 430 の CD では 10 %程度の差があった。これは機種による若干の機底の遮蔽状況の違い

を反映していると考えられる。Bell 412 と Bell 430 については、データの数及び質ともに十分

な信頼性を有すると考えられ、検出器の状況や機底の遮蔽状況に大きな違いがなければ、今後

のモニタリングに本数値を使用することができると考えられる。 

この機種ごとの数値の違いについてさらに妥当性を考察するため、Fig. 4-10 (右) に示した同

じ測線において Bell 412 と Bell 430 によって対地高度 300 m でフライトを実施し、ヘリコプタ

ー機種の相対的な効率の比較を行った (オーバーラップフライト) 。フライトし得た測定値は、

実際にフライトした高度の補正を行い同じ場所の計数率を比較した。結果を Fig. 4-17 に示す。

この計数率の比は、Table 4-3 に示した CD の比と一致することが望ましい。Table 4-3に示した

CD の比は、Bell 412 / Bell 430 で 0.85 であり、Fig. 4-16 に示した近似直線の傾きと概ね等価で

あり、オーバーラップフライトの結果も CD の数値の妥当性を支持するものである。
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Fig. 4-16 テストポイントにおける地上の線量率測定結果例  

(上: テストポイント A, 下: テストポイント B) 
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Fig. 4-17 ヘリコプターの機種とオーバーラップフライトにおける計数率の関係 
（上: 第 9 次モニタリング、下: 東日本第 5 次モニタリング） 
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4.5.4. 線量率への換算方法 

ここまでで求めたパラメータを用いて線量率に換算する方法について以下に示す。また、

計算式を式 [2]に示す。 

① 測定で得られたγ線スペクトルから以下の領域の計数率を計算する。 

(ア)  全計数率 (Call) 

(イ)  2,800 keV 以上の計数率 (Ccos) 

② 式(2)のように、Ccos に CR-index (Icos) をかけて全エネルギーの宇宙線のバックグ

ラウンド計数率 (BGcos)を計算 

③ BG フライトで取得したデータを自己汚染による計数率 (BGself) とする。 

④ Call から BGcos と BGself を差し引いた計数率を Cnet とし、CD 及び HF を用いて地

表 1 m における線量率 D を算出 

                         [2]  

  ここで、 

− −   

∙   

 

4.6. 放射性セシウムの沈着量への換算方法 

4.6.1. 天然核種の弁別と放射性セシウム起源の計数率の算出 

天然核種の弁別方法は、DOE が開発したいわゆる MMGC 法 (Man Made Gross Count) を参

考にした 13), 21)。本方法は、天然核種で得られるγ線スペクトルが、放射性セシウムの放出す

るγ線を含まない 1,400～2,800 keV 以上の計数率と全計数率の比 (BG-index) が一定である

ことに着目し、機体と検出器の組み合わせ毎に、あらかじめ放射性セシウムのない地域をフ

ライトしたデータを基に、BG-index を設定し、実際のフライトデータの 1,400～2,800 keV 以

上の計数率を基に全体の計数率から減算する。BG-index 算出に用いるスペクトルの ROI 

(Region of Interest; 関心領域) のイメージを Fig. 4-18 に示す。 

BG-index の算出例を Fig. 4-19 に示す。本データは、関西西部において、1 秒ごとに測定し

たγ線スペクトルから BG-index を求め、ヒストグラムで表示したものである。このようにば

らつきはあるものの、正規分布に近い形を示す。今回の測定で使用した機体と検出器の組み

合わせで設定した BG-index について Table 4-6 に示す。 

これらのパラメータを設定し、放射性セシウム起源の計数率の算出手順を以下に示す。ま

た、計算式を式 [3]に示す。なお、線量率-放射能換算係数 (Conversion Factor 以下、CF) につ

いては、4.6.2 項に記述する。 

① 測定で得られたγ線スペクトルから 1,400～2,800 keV の計数率 (CBG) 計算する。 

② CBG に BG-index (IBG) をかけて天然核種起源の計数率 (BGnat) を算出する。 

③ 4.5.5 項で求めた Cnet から BGnat を差し引き、放射性セシウムのみの計数率 (CCs) 

を求める。 

④ CCs を CD で割って HF を使用してから放射性セシウムのみの線量率 (DCs) を算出
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する。 

⑤ 式(3)より、線量率を CF ((µSv/h)/(kBq/m2))で割って放射性セシウムの沈着量 Rd に

換算する。 

                         [3]  

  ここで、 

−   

∙   

  

 

 

Fig. 4-18 放射性セシウムの計数率の算出イメージ (IBG: BG-index) 
 

 

Fig. 4-19 BG-index の算出例 (関西西部において、1 秒ごとに測定したγ線スペクトルから BG-
index を求めヒストグラムで表示、全 16,000 データ: Bell 430) 
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Table 4-6 BG-index 一覧 

System BG-index

RSIシステム1 Bell 430 (JA6900) AAC 33

Bell 412 (JA6767) NNK 27

RSIシステム2 Bell 412 (JA6928) AAC 26

Bell 430 (JA05TV) NNK 31

ヘリコプター

 

 

4.6.2. 線量率－放射能換算係数 

航空機モニタリングでは、地上の放射性セシウムの沈着量に換算する場合に、参考文献 23)に

示される CF を使用する。CF は、土壌への放射性セシウムの浸透度をしめす重量緩衝深度 (β)

によって異なった値が設定されている 23)。これまで、航空機モニタリングにおいては、過去と

の比較を考慮しβ=1.0 の CF を継続的に使用している (具体的には、Cs-134: 5.40×10-3 (μSv/h)/ 

(kBq/m2)、Cs-137 : 2.10×10-3  (μSv/h)/(kBq/m2), この時 Sv/Gy=1.2 と仮定)。一方、規制庁と原

子力機構が行っている放射性物質分布状況等調査の結果 24), 25)から、発電所から 80 km 圏内の

土壌において、緩衝深度 (β) が年々変化していることが報告されている。ここで調査されて

いる重量緩衝深度は、環境中での放射性セシウムの動態観測が目的であるため、人間活動の影

響の少ない土壌を対象としている。一方、航空機モニタリングの対象は森林のような人間活動

が希少な場所から住宅地や農地のような人間活動がある程度活発な場所まで多様な土地を含ん

でいる。さらに、その土地の利用の方法や程度は年々変わってゆく。このような多面的な因子

を考えると、従来のように、βに一つの固定的な値を与えることは合理的ではない。そこで、

従来との比較のためにあえて 1.0 とした場合について解析するとともに、βに他の値を与えた

場合に換算係数がどの程度影響があるかを以下に示す。 

β=1.0 とβ=2.0 にした際の放射性セシウムの沈着量と地上 1 m 高さでの空間線量率の換算係

数（(µGy/h)/(kBq/m2)）は、134Cs、137Cs ともに 16 ％程度の差がある。どの数値を選択するのか

は、換算値への影響が大きいので、さらなる検証が必要であろうと考える。Fig. 4-20 に参考文

献 23) に示されている重量緩衝深度と CF の関係について示す。図では、対数による近似曲線を

記載したように、重量緩衝深度と CF は 1 次対数の関係にある。解析の基本的な方針としては、

今年度についても過去との比較を考慮して、参考文献 23) に記載のある緩衝深度 = 1.0 の場合

の換算係数を適用した。 
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Fig. 4-20 重量緩衝深度と線量率-放射能換算係数の関係（参考文献 23) のデータより）  

対数による近似曲線を表示 
 

4.7. 減衰補正 

発電所の放射性核種が放出されてから時間が経過し、半減期の短い核種はほぼ減衰してお

り、2011 年 8 月 13 日以降では、134Cs と 137Cs が評価核種である。ここでは、線量率から放射

能への 137Cs 換算係数、134Cs/137Cs 濃度比及び測定時点の線量率を評価時点の線量率に補正す

る暫定的な算出方法について記述する。4.6.2 項でも記載した通り、線量率から放射能への換

算は、緩衝深度 = 1.0 の場合の CF を適用し、あらかじめ求めておいた 134Cs/137Cs 比を用い

て、地上 1 m 高さにおける線量率から地表における 134Cs、137Cs の放射性物質濃度に換算し

た。134Cs/137Cs 比は、2011 年 8 月に福島県で 50 ポイント以上の In-situ Ge による測定データを

取得し、2011 年 8 月 13 日時点での 134Cs/137Cs=0.917 (B0) を基本とした。その基準日から、航

空機モニタリングのデータ取得日に減衰計算して換算した。評価時における 137Cs 及び 134Cs

の濃度 CCs137、CCs134 は、航空機サーベイデータから求まる全線量率から天然核種によるバッ

クグラウンドの線量率を引いた線量率 ECs137+134 (μSv/h) 及び評価時における 134Cs/137Cs 比 (B)

を用い、下記の式[4], [5]から算出する。 

∙                                                        [4] 

∙                                                           [5] 

ここで、評価時の線量率からの Cs-137 濃度換算係数 A は、式 (5) で表される。 

 ∙
∙ ∙ ∙ ∙ ∙                                 [6] 

ここで、t: 基準日 (2011/8/13) からの経過時間、λCs137 及びλCs134: 崩壊定数 (0.693/半減期)と

している。 

線量率の減衰補正方法は、具体的に以下の手順を設定した。 

① 換算した放射能を航空機モニタリングの取得日に合わせて減衰補正する。 

y = -3.62E-04 ln(x) + 1.67E-03
R² = 0.993

y = -9.25E-04 ln(x) + 4.28E-03
R² = 0.993

0.00E+00

2.00E-03

4.00E-03

6.00E-03

0.1 1 10 100

換
算
係
数
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h]

/[k
Bq

/m
2 ])
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Cs-137
Cs-134
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② 減衰補正した放射能値に CF を乗じて線量率に換算する。 

③ 換算した線量率にバックグラウンド線量率を足し、全線量率とする。 

 

4.8. 検出下限値 

検出下限 (Limit of detection) と信頼性について評価を行った。まず、式 [7] 及び式 [8] に

RSI システムにおける全線量への換算方法及び放射性セシウムの沈着量の換算式を示す。本式

をもとに、検出下限値及び信頼性について検討を行った。 

− − −                               [7] 

− − − −   

[8] 

ここで、 

D: 全線量率 ( Sv/h) 

Call: 全計数率 (cps) 

BGself: 機体の汚染 (cps) 

CD: 線量率換算係数 (cps/ Sv/h) 

AF: 空気減弱係数 (m-1) 

Hstd: 基準高度 (m) 

Hm: 測定高度 (m) 

Rd134: 放射性セシウムの沈着量 (Bq/m2)  (*137Cs の場合は 134 を 137 に読み替える) 

BGnat: 天然起源の計数率  (cps) CBG×IBG (CBG: 1400-2800 keV の計数率; IBG: BG index) 

BGcos: 宇宙線起源の計数率 (cps) Ccos×Icos (Ccos: >2800 keV の計数率; Icos: CR index) 

CF: 線量率-放射能換算係数 (( Gy/h)/(Bq/m2)) 11) 

R: 放射性セシウムに対する 134Cs (137Cs) の割合 

DC: 減衰補正係数 (=exp(- 経過時間

4.8.1. 線量率の検出下限値 

線量率は BGself と BGcos に依存する。これまでの測定結果を見ると、BGcos は概ね 200-500 

cps の範囲に入ることが分かっている。また、BGself は海上の測定データから宇宙線成分を減

算することにより算出した結果、約 400 cps であったことから、BGself+BGcos=900 cps として検

出下限値の評価を行った。 

一般的に、検出下限値を求める際には、バックグラウンド計数率 (NB) の標準偏差 (σNB) 

を式[9]に示した Currie の式 26) に当てはめ、検出下限値 (ND) を算出する。 

                                                        [9] 

ここで、NB を 900 cps とすると、ND は 142 cps となる。これに、RSI システムの標準的な CD 

(Bell 430 の場合の 12,800 cps/ Sv/h, Table 4-3 参照) から線量率を計算すると、0.011 Sv/h とな

る (Table 4-7) 。 
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4.8.2. 放射性セシウムの沈着量の検出下限値 

放射性セシウムの沈着量は、γ線スペクトルのデータから、バックグラウンド (宇宙線、機

体の汚染) を差し引き求めている。放射性セシウムの沈着量の検出下限を求める上で、実際の

測定データから、差し引くバックグラウンドを考慮し、各々の計数誤差の 3σを計算した。こ

の数値を計数率の検出下限とし、RSI システムの標準的な CD (12,800 cps/ Sv/h) 及び AF    

(-0.0072 m-1) で線量率に換算した。バックグラウンドの計数率は、線量率の場合に用いた BGself

と BGcos 以外に BGnat が含まれる。ここでは、バックグラウンド計数率を標準的な 3,000 cps と

し計算を行った。この結果、放射性セシウムの沈着量の検出下限は、16 kBq/m2 と評価された 

(Table 4-7) 。 

 
Table 4-7  RSI システムの検出下限値 

System Limit of detection 

Dose rate at 1m above 

the ground ( Sv/h) 

Radioactivity of deposition 

radiocesium (kBq/m2) * 

RSI 0.011 16 

* Total BG count: 3,000 cps 

 

4.9. 不確かさ 

本手法において、不確かさの要因としては、式 [7] から、以下の事項が上げられる。 

・ 検出器の計数誤差：一般的に、計数率に対して統計的な誤差が生じる。 

・ CD の選択：Table 4-3 に示したように、キャリブレーションのためのデータ取得には、測 

定条件により 20 %程度の誤差が生じる。本測定の経験を重ねてきた現在では、その不確かさ 

は小さくなってきている。 

・ 高度補正係数の選択：CD と同様に、キャリブレーションのためのデータ取得の状況によ 

 り係数の選択時の不確かさが生じる。 

・ 測定高度の誤差：現在使用している GPS (Global Positioning System) には衛星の位置等の状 

況により最大 30 m 程度の誤差がある。海抜高度の測定は GPS で実施しており、その誤差に

よる不確かさが存在する。本誤差については、検証にまで至っておらず今後の課題である。 

・ ラドン子孫核種の影響：日本においては、特に冬場に大陸由来のラドンの影響が知られて 

いる。これまでの測定の中でもラドンの影響を示唆するデータが取得されており、その詳細

について、6.5 節に述べる。 

 

4.10. マッピング 

線量率や放射性物質のマッピングについては、IAEA（International Atomic Energy Agency：国

際原子力機関）から標準的な方法が示されている 27)。補間方法には、IDW（Inverse Distance 

Weighted：逆距離加重法）、クリギング（Kriging）、スプライン（Spline）、Natural Neighbor 等の

多くの方法が存在する。本事業では、2011 年 4 月 6 日～29 日にかけて実施された第 1 次航空
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機モニタリングの解析を担当した DOE が用いた IDW を踏襲し、それ以後の解析を行った。

IDW は、補間する地点の近傍にある複数の地点の測定値を平均し、推定する方法である。IDW

とは、補間点からサンプル点までの水平距離の逆数の二乗を重みとした平均であり、以下の式

で得られる 28)。 
∑

∑                                                                    [10] 

ここで、 は補間点における推定地表高度である。また、ei は補間点からサンプル点までの水

平距離であり、補間点から近傍 n 点をサンプル点としたものである。補間する条件として「測

定地点からの距離が遠くなるにつれて、影響が小さくなること」が前提になる。そのため、各

地点の測定値が局所的影響をもち、推定する（平均）値は、対象となる測定値の最高値より大

きくならず、最低値より小さくならない。また、IDW には複雑なパラメータ設定が不要である。

必要となるのは、距離に応じて影響度を制御する乗数と内挿処理の対象となる地点数の 2 つで

ある。本事業では、乗数 2.3、対象となる地点 180 を採用した。ちなみに、第 3 次航空機モニタ

リングの空間線量率の RMS 誤差 (Root Mean Square: 二乗平均平方根) は 0.208 であった。Fig. 

4-21にパラメータ設定の異なる場合の空間線量率マップを示す。一般的に、乗数が大きいほど、

近傍データの影響力が大きくなり、推定値の詳細度が高くなる。Fig. 4-21 の a）と b) を比べる

と、両者とも概ねの分布傾向は一緒であるが、線量のレンジの境界をみると a）の方がなめら

かになっていることがわかる。 

 

a）乗数 2.3 対象地点数 180             b）乗数 2 対象地点数 12 

*第 3 次航空機モニタリングの測定結果を使用 

Fig. 4-21 IDW に入力するパラメータとマップの関係 
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4.11. 地上における測定値との比較 

測定対象区域から、ヘリコプターの測線下の点を選定し、地上において、1m 高さの線量率を

NaI サーベイメータ（日立 ALOKA 社製 TCS-172B）を用いて線量率の測定を行った。Fig. 4-

22 に、航空機モニタリングによる換算値と地上測定値との比較を示す。比較は、散布図 (左) 及

び航空機の換算結果と地上の測定結果の差の地上の測定結果に対する相対偏差のヒストグラム 

(右) で比較した。散布図を見ると、測定結果はファクター0.5～2.0 の間に入り、概ね、地上の

測定値と正の相関関係にあることが分かった。ヒストグラムの形状は正規分布に近く、相対偏

差の平均値は、0 付近となり、両者はよく一致しているといえる。 

また、他の機関が実施している信頼できる地上での測定結果として、同時期に実施された規

制庁と原子力機構が行っている 29) 地上の線量率の測定結果及び in-situ Ge を用いた放射性セシ

ウムの沈着量の測定結果と比較した。また、放射性セシウムの沈着量は in-situ Ge 検出器 (キャ

ンベラジャパン製 Falcon 5000) を用いている。in-situ Ge 検出器の解析条件は、緩衝深度 (β) 

を 1.8 g/cm2 としている。放射線量率の比較及び in-situ Ge による放射性セシウムの沈着量の比

較について、それぞれ Fig. 4-23 及び Fig. 4-24 に示す。いずれの測定結果も、正の相関関係にあ

るり、今回の結果は、概ね地上での測定値を再現できるといってよい。一方、詳細にヒストグ

ラムを見ると、0.5 以上 (航空機の結果の方が高い) に、分布があることが分かる。これは、除

染等により局所的に線量の低い場所を航空機モニタリングの結果が追従していないことが考え

られる。 

なお、地上の測定結果との比較については、以下のような要因を考慮しなくてはならない。 

① 測定の範囲の違い：空中からの測定値は、上空を頂点とし対地高度を高さとした円錐の底面

部分に該当する地上の放射線の平均値となる。地上における測定は、地上 1 m 高さにおけ

る測定でも測定範囲は半径 3 m 程度の円の平均値となる。よって、特に、地上の線量率の分

布は均一でない場所では、測定結果が合わない可能性がある。 

② 周辺からの影響：測定場所の近傍に、大きな建物や森林等がある場合には、建物や木自身に

沈着している放射性物質が地上測定に影響する場合や、上空で測定する場合には、地表面が

地下に沈着している放射性物質を遮蔽するため、単純に比較できない場所がある。 
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Fig. 4-22  地上における線量率測定結果と航空機モニタリングによる線量率の比較 

 (測線上の地点を選定)  
左: 散布図, 右: 相対偏差のヒストグラム 

    
Fig. 4-23 地上における線量率測定結果との比較 (規制庁事業 29))  

左: 散布図, 右: 相対偏差のヒストグラム 

    

Fig. 4-24 地上における in-situ Ge 測定結果との比較 (規制庁事業 29))  
左: 散布図, 右: 相対偏差のヒストグラム  
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5. モニタリング結果 

 

5.1.  第 9 次モニタリング 

航空機モニタリングの測定結果を基に、地上 1 m 高さの空間線量率の分布状況を示した「空

間線量率マップ」を Fig. 5-1 に示す。また、放射性セシウムの沈着量の状況を示した「放射性

セシウム沈着量マップ」を Fig. 5-2 に示す。137Cs 及び 134Cs の沈着量マップをそれぞれ Fig. 5-3, 

Fig. 5-4 に示す。なお、マップの作成にあたっては、第 9 次の航空機モニタリングを実施した最

終日である平成 26 年 9 月 20 日現在の値に減衰補正した。なお、線量率マップの色合いについ

ては、以下の考え方で分けている。 

（線量率） 

 * 天然核種を含む線量率 

   ・0.1  Sv/h = 約 0.5 mSv/年 相当  

   ・0.2  Sv/h = 約 1.0 mSv/年 相当  

   ・0.5  Sv/h = 約 2.5 mSv/年 相当  

   ・1.0  Sv/h = 約 5.0 mSv/年 相当  

   ・1.9  Sv/h = 約 10 mSv/年 相当  

   ・9.5  Sv/h = 約 50 mSv/年 相当  

（放射性セシウムの沈着量） 

 ○玄米中の放射性セシウム濃度が 2011 年当時の食品衛生法上の暫定規制値 (500 Bq/kg) と

なる土壌中の放射性セシウム濃度の上限値は、5,000 Bq/kg である。この濃度の放射能が 5 cm

までに沈着している水田の土壌を深さ 15 cm まで採取し、撹拌した場合の濃度を計算すると、

約 1,000 kBq/m2 となる。この時、深さ 15 cm までの土壌の体積は密度 1.3 kg/L とした。 

   ・3,000 kBq/m2 = 1,000 kBq/m2 の 3 倍 

   ・1,000 kBq/m2 = 基準 

   ・600  kBq/m2 = 300 – 1,000 kBq/m2 の中間値 

   ・300  kBq/m2 = 1,000 kBq/m2 の約半桁下（10-0.5） 

    ・100  kBq/m2 = 1,000 kBq/m2 ×1/10 

   ・60   kBq/m2 = 600  kBq/m2 ×1/10 

   ・30   kBq/m2 = 300  kBq/m2 ×1/10 

   ・10   kBq/m2 = 100  kBq/m2 ×1/10 
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Fig. 5-1 第 9 次モニタリングにおける線量率マップ 

(背景地図は、ArcGIS データコレクションスタンダードパック (ESRI, Co. Ltd.) を使用) 
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Fig. 5-2 第 9 次モニタリングにおける放射性セシウム沈着量マップ 

(背景地図は、ArcGIS データコレクションスタンダードパック (ESRI, Co. Ltd.) を使用) 
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Fig. 5-3 第 9 次モニタリングにおける 137Cs 沈着量マップ 

(背景地図は、ArcGIS データコレクションスタンダードパック (ESRI, Co. Ltd.) を使用) 
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Fig. 5-4 第 9 次モニタリングにおける 134Cs 沈着量マップ 

(背景地図は、ArcGIS データコレクションスタンダードパック (ESRI, Co. Ltd.) を使用) 
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5.2. 東日本第 5 次モニタリング 

航空機モニタリングの測定結果を基に、地上 1 m 高さの空間線量率の分布状況を示した「空

間線量率マップ」を Fig. 5-5 に示す。また、放射性セシウムの沈着量の状況を示した「放射性

セシウム沈着量マップ」を Fig. 5-6 に示す。137Cs 及び 134Cs の沈着量マップをそれぞれ Fig. 5-7

及び Fig. 5-8 に示す。なお、マップの作成にあたっては、東日本第 5 次の航空機モニタリング

を実施した最終日である平成 26 年 11 月 7 日現在の値に減衰補正した。 

また、80 km 圏内のモニタリングとの整合性を確認するために、第 9 次モニタリングのデー

タを東日本第 5 次の航空機モニタリングを実施した最終日である平成 26 年 11 月 7 日現在の値

に減衰補正し、内挿した「空間線量率マップ」及び「放射性セシウム沈着量マップ」も含めた

マップをそれぞれ、Fig. 5-9 及び Fig. 5-10 に示す。境界部分のマップの整合性も違和感がなく、

良く一致していることが分かる。 
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Fig. 5-5 東日本第 5 次モニタリングにおける放射線量率マップ 

(背景地図は、ArcGIS データコレクションスタンダードパック (ESRI, Co. Ltd.) を使用) 
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Fig. 5-6 東日本第 5 次モニタリングにおける放射性セシウム沈着量マップ 

(背景地図は、ArcGIS データコレクションスタンダードパック (ESRI, Co. Ltd.) を使用) 
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Fig. 5-7 東日本第 5 次モニタリングにおける 137Cs 沈着量マップ 

(背景地図は、ArcGIS データコレクションスタンダードパック (ESRI, Co. Ltd.) を使用)
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Fig. 5-8 東日本第 5 次モニタリングにおける 134Cs 沈着量マップ 

(背景地図は、ArcGIS データコレクションスタンダードパック (ESRI, Co. Ltd.) を使用) 
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Fig. 5-9 東日本第 5 次モニタリングと第 9 次モニタリングにおける放射線量率マップ 

(背景地図は、ArcGIS データコレクションスタンダードパック (ESRI, Co. Ltd.) を使用) 
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Fig. 5-10 東日本第 5 次モニタリングと第 9 次モニタリングにおける放射性セシウム沈着量マップ 

(背景地図は、ArcGIS データコレクションスタンダードパック (ESRI, Co. Ltd.) を使用) 
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6. モニタリング結果の考察 

 

6.1. 過去のモニタリング結果との比較 

Fig. 6-1 に、過去の避難指示区域における航空機モニタリングの結果について示す。このよ

うに、線量率の高い暖色系の面積が小さくなっていることが分かる。全体的な傾向を把握する

ために、定量的な比較方法を検討した。まず、天然の放射性核種の影響をなるべく小さくする

ことを考慮し避難指示区域内のデータのみを切り出し、250 m メッシュのデータに区切った。

各メッシュの中心点の測定結果を測定時期ごとに比較した。また、それぞれのメッシュにおけ

る変化量の割合 (相対偏差) を算出し、ヒストグラムとして示した。その際、過去の最も信頼

できる測定結果である第 4 次モニタリングの結果を基準とした。第 9 次モニタリングと第 4 次

モニタリングの線量率の比較をそれぞれ Fig. 6-2 に示す。また、第 9 次モニタリングと第 4 次

モニタリングの 137Cs の沈着量の比較を Fig. 6-3 に示す。線量率のヒストグラムと比較して、

137Cs のヒストグラムはばらつきが大きい。これは、線量率が宇宙線と自己汚染を差し引いて

換算しているのに対し、137Cs の沈着量はこれに加えて天然核種のバックグラウンドを差し引

いているので計数誤差を含む数値が相対的に多くなることに起因する。 

Fig. 6-4 に、第 4 次のモニタリングを基準とし、すべての 80 km 圏内の線量率の測定結果につ

いて相対偏差のヒストグラムを求め、その平均値をプロットした図を示す。また、Fig. 6-5 には

同様に 137Cs の沈着量について比較した図を示す。なお、エラーバーには、ヒストグラムの標準

偏差 (σ=1) を示している。Fig. 6-4 より、半減期による放射性セシウムの減衰を起因とした線

量率の減衰傾向よりも、航空機モニタリングで測定された線量率の変化傾向は多く減衰してい

ることが分かる。 

本原因の考察の一助として、土壌中への浸透度合いの評価について検討した。過去の原子力

施設の事故の経験から、年月ともに土壌深さ方向に放射性セシウムは移動・拡散することは知

られており、前述したように重量緩衝深度 (β) によりパラメータ化され、線量率から放射性

セシウムの沈着量に換算する係数が与えられている 30)。重量緩衝深度とは、地中の放射性セシ

ウムの分布形を指数関数の数式 [11] で表すとき、 

∙ −   [11] 

x=β となる深さである。この時、C: 地中の放射性セシウム濃度、C0: 地表面放射性セシウム濃

度及び x: 地中の深さ (g/cm2) である。発電所から 80 km 圏内における重量緩衝深度について

は、事故以降、文科省及び規制庁により攪乱の少ない土壌サンプル (85 か所) において継続的

に調査されている 28)。各調査年度における重量緩衝深度の平均値をプロットし、線形近似を行

った図を Fig. 6-6 に示す。この報告結果から重量緩衝深度の変化を考慮し線量率を計算した。

重量緩衝深度は、経過時間と一次関数の関係にあると仮定し、平成 26 年度の重量緩衛深度を外

挿した。線量から放射性セシウムの沈着量への換算する係数は、文科省「ゲルマニウム半導体

検出器を用いた in-situ 測定法 23)」 に重量緩衝深度毎に与えられている。与えられた数値間の

換算係数については、Fig. 4-19 で示したように対数で近似した近似式から推定した。これらの

条件で計算した線量率の経時変化の結果を Fig. 6-6 に示す。このように、航空機モニタリング
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の測定結果と計算結果はよく一致することが分かる。この結果は、土壌中への浸透度合いが線

量率の変化に大きな影響を与えることを示唆している。しかしながら、航空機モニタリングに

よる測定の場合、平坦で攪乱の少ない土壌の場所だけでなく、森林、山林や住宅地なども測定

範囲に含むため、単純な重量緩衝深度の考え方が適用できない場所も多いことから、見かけ上、

数値が一致しているだけの可能性もある。今後、土地利用状況との関連や森林や構造物の上空

を測定した場合の評価方法の検討が必要と考える。いずれにしろ、今後も航空機モニタリング

のデータを解析・比較することは、放射性セシウムの環境中での移行の重要な知見となると考

えられる。 
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Fig. 6-1 避難指示区域における過去の線量率マップの比較(背景地図は、ArcGISデータコレクションスタンダードパック (ESRI, Co. Ltd.) を使用) 
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Fig. 6-2  第 4 次モニタリング及び第 9 次モニタリングの線量率測定結果の比較 
左: 散布図, 右: 相対偏差のヒストグラム 

 

 

 

Fig. 6-3  第 4 次モニタリング及び第 9 次モニタリングの放射性セシウム沈着量測定結果の比較 
左: 散布図, 右: 相対偏差のヒストグラム 
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Fig. 6-4 航空機モニタリングによる避難指示区域内の線量率の変化傾向 
 

  

Fig. 6-5  航空機モニタリングによる避難指示区域内の 137Cs 沈着量の変化傾向 
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Fig. 6-6  事故からの経過日数と重量緩衝深度の関係 
（文科省及び規制庁の実施した「東京電力（株）福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の長

期的影響把握手法の確立」事業の報告書から調査結果の平均値をプロットし、一次関数で近似

24）,25）,30）) 
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6.2. 土地利用による線量率の変化傾向の違い 

発電所周辺における土地利用形態による線量率の減少率の違いを考察するために、国土地理

院が提供している「国土数値情報土地利用細分メッシュデータ 31)」を利用した。80 km 圏内の

土地利用図について、Fig. 6-7 に示す。これらの土地利用区分の内、最も違いが現れると考えら

れる市街地部及び森林部について、過去の 80 km 圏内のモニタリングを比較し、線量率の減少

率を比較した。市街地部及び森林部の定義は以下の通りである。 

・森林部: 多年生植物の密生している地域とする。Fig. 6-7 の凡例中、森林を指す。 

・市街地部: 住宅地・市街地等で建物が密集しているところ、鉄道・操車場・道路などで、面的

にとらえられるもの、運動競技場、空港、競馬場・野球場・学校港湾地区・人工造成地の空地

等とする。Fig. 6-7 の凡例中、建物用地、道路、鉄道、その他用地を指す。 

線量率の比較は、6.1 節に示したように、測定範囲を 250 m×250 m メッシュに区切り、同一

メッシュ内の線量率の相対偏差を算出し、平均値と標準偏差を求めた。比較の例として、第 4

次モニタリングと 9 次モニタリングにおける市街地部及び森林部のメッシュ毎の相対偏差の頻

度をヒストグラムにして Fig. 6-8 に示す。第 4 次モニタリングを基準にして、過去のモニタリ

ングにおけるそれぞれ土地利用における線量率の比率を Table 6-1 に示す。なお、誤差として示

したのは、相対偏差の標準偏差 (σ=1) である。第 9 次モニタリングと第 4 次モニタリングの

比をみると、平均値で市街地部が 41 %、森林部が 44 %であることがわかった。すなわち、平

均値で 3 %程度、市街地部の方が森林部より減少率が大きい。これは、市街地において行われ

ている除染やアスファルト上の放射性物質が雨水等で洗い流された効果によるものと考えられ

る。 

また、過去のモニタリングの結果においても、森林部よりも市街地の方が、2 ～ 7 %減少率

が大きいことがわかった。この違いは数値のばらつきを考えると有意な違いとは言い切れない

が、傾向として森林部よりも市街地の方が線量率の減少幅が大きい傾向にあることを示してい

ると考えられる。また、全エリアの減少率と森林部の状況は概ね同様であった。これは、80 km

圏内の土地利用の 65 %が森林部であることに起因すると考えられる。  
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Fig. 6-7 発電所から 80 km 圏内における土地利用図  

(平成 21 年度 国土地理院土地利用調査データより) 
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Fig. 6-8 森林部及び市街地における減衰率の比較 (第 4 次モニタリングと第 9 次モニタリング 
の比較) 

 

 

Table 6-1 森林部及び市街地部における線量率の比較 

 

 

 

0

5

10

15

20

25

30

-1 -0.8 -0.6 -0.4 -0.2 0 0.2

Fr
eq

ue
nc

y 
(%

)

Relative diviatiion [(9th-4th)/4th]

Urban area

Forest area

Urban area 732 70 ± 11 55 ± 8.8 50 ± 8.4 44 ± 9.7 41 ± 8.8

Forest area 5,841 77 ± 10 57 ± 8.5 54 ± 9.0 49 ± 9.2 44 ± 9.2

All area 8,923 72 ± 11 56 ± 9.0 53 ± 9.0 48 ± 10 43 ± 10

9th/4th

Ave. (%)Ave. (%) Ave. (%)

Ratio of dose rate (%)

8th/4th7th/4thGross area
 (km2)

5th/4th 6th/4th

Ave. (%) Ave. (%)

- 66 -

JAEA-Research 2015-006



 

 

6.3. 空気中のラドン子孫核種の影響 

航空機モニタリングの解析方法は、グロスカウント法を採用しているため、空気中のラドン

子孫核種は、減算できない。これまでの航空機モニタリングの経験より、海上での測定結果か

ら、フライトの時期や高度によって機体周辺の空気中の Rn 子孫核種が計数されることが分か

っている。Rn 子孫核種が厄介であるのは、濃度が一定しないことにある。今回、ラドン子孫核

種の影響について知見を得る方法について検討した。 

ヘリコプターによるデータ採取時に、あらかじめ、地上の線量率が既知の場所において 400

～1,000 m を直線的に上昇し、データを取得した。取得したデータはあらかじめ地上の線量率が

分かっているので、式 [12] から地上からの放射線の影響、宇宙線及び自己汚染の計数率を減

算し、残差をラドン子孫核種による計数率とした。 

mstd
cosselfallRn HHAFexp(

CDDBGBGCC  [12] 

取得したデータの対地高度とラドン子孫核種由来の計数率の観測例を 80 km 圏内の測定結果

を Fig. 6-9 に、80 km 圏外の測定結果を Fig. 6-10 示す。本鉛直分布は、式 (7) から求めたラド

ン子孫核種起因の計数率を対地高度 20 m 毎に平均した。最大値は、9 月 14 日に取得したデー

タの 300～500 m に観測され、計数率は 200 cps 程度であった。そのような計数率の上昇は、そ

の他のデータでも観測されているが、概ね 500 m 以下であった。200 cps を、Table 4-3 の換算係

数を当てはめて、地上 1m 高さの線量率に換算すると、0.018 µSv/h となる。すなわち、今回用

いた航空機モニタリングの手法において、Rn 子孫核種は、最大で 0.018 µSv/h の妨害となるこ

とが、今回の結果から示唆される。80 km 圏内のような線量率の高い場所では、大きく影響し

ないが、80 km 以遠の線量率の低い場所であれば、比較的影響は大きいといえる。 

実際のデータから Rn 子孫核種の影響を弁別するには、地上からの影響を遮蔽した別の測定

器で計測するか、ピーク面積から線量率を換算する (コベル法) の適用が考えられる。本手法

による影響調査は継続するとともに、Rn の影響弁別手法の確立が求められる。 
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Fig. 6-9 ラドン子孫核種の日変化 (第 9 次モニタリング) 
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Fig. 6-10 ラドン子孫核種の日変化 (東日本第 5 次モニタリング)(1/2) 
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Fig. 6-10 ラドン子孫核種の日変化 (東日本第 5 次モニタリング)(2/2) 
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6.4.  フライト高度と地形効果について 

現状、フライト高度は 300 m を目途にデータを取得し、高度

が上下した部分については実効的な減弱係数を用いて補正し

ている。減弱係数は、平面で線量の均一な場所で取得している

ため、現在の航空機モニタリングの手法は、地形が均一で平面

と仮定した地上の線量率を換算しているといえる。実際には、

高度の変化により測定の範囲が変わるため、各測定点のデータ

の不確かさが均一ではないという課題があった。Fig. 6-11 にフ

ライト高度と測定範囲の関係を示す。このように、フライト高

度が高くなると測定範囲は広がるため、対地高度はなるべく一

定であることが望ましい。また、地形の複雑な山間部や地上に

構造物がある場所では地上での測定結果を正確にトレースし

にくいという課題がある。過去の研究では、シミュレーション

計算の結果から地形の効果は平面モデルと比較して放射線の

測定値に対し、2～3 割程度の影響があるとするものもある 32)。

また、森林や住宅地では、構造物自身が線源となり遮蔽となっ

ている状況が容易に推定でき、その効果について評価する必要

がある。 

ここでは、対地高度の変化による線量率マップへの影響及び

地形の効果について考察するために以下のデータを取得し、解析結果の比較を試みた。 

・対地高度を 150 m, 300 m, 600 m と変化させ、線量率マップを作成。 

・測定範囲の地上で 50 ポイントの線量率測定を実施し、作成したマップと比較。 

測定場所は、発電所近傍の地形が複雑で線量率の勾配が大きい場所を選定した。測定結果を

Fig. 6-12 に示す。まず、線量率マップを見ると対地高度 150 m と 300 m のデータに大きな違い

は見られない。一方、対地高度 600 m では西側のエリアにおいての円形状の線量の比較的高い

場所が小さくなっていることが分かる。また、東側のエリアにおいても全体的に線量率が高く

なっていることが分かる。これは、Fig. 6-11 で示したように、高度が高くなるにつれ測定範囲

が大きくなり、より線量測定の「解像度」が荒くなっていることを示している。一方、地上の

測定値との比較を見ると、どの対地高度で測定したデータも地上の線量率をよくトレースして

いることが分かる。なお、散布図から求めた線形の近似直線の決定係数を見ると高度が高くな

るにつれ数値が低くなる傾向にある。この結果も、上記の「解像度」の変化を支持していると

考えられる。この結果から、山間部や構造物のある場所においても、地上の線量率分布を十分

にトレースできるといえ、地形や構造物の航空機モニタリングに与える影響はデータ取得や解

析時の不確かさとはいえるが、比較して小さいことが示唆される。また、測定する対地高度の

違い (150 m～600 m) によっても、顕著な違いは確認できなかったことから、高度の換算手法

の妥当性を示している。いずれにしろ、更に地形の複雑さが顕著な場所や線量の勾配が大きい

場所及び植生の異なる場所など、データの蓄積が必要と考える。 

Fig. 6-1 フライトの高度と測定

範囲の関係 
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6.5. 天然放射性核種由来の線量率マップの作成 

航空機モニタリングで使用している RSIシステムは、γ線のエネルギーを計測しているため、

天然の放射性物質由来の線量率を放射性セシウムによる線量率と弁別して計測が可能である。

しかしながら、これまで、放射性セシウムの影響の大きな地域においては、40K の放出する 1,461 

keV のエネルギーピークの領域に、134Cs の放出する 1,365 keV (放出率 3.0%) が干渉するため、

正確な評価が難しかった。今回、これらのピーク弁別に関数適合法を適用することによって、

天然の放射性物質由来の線量率マップを作成することを試みた 33)。 

航空機モニタリングで使用している NaI シンチレータでは前述のように一定以上の放射性セ

シウムの影響のある地域では 40K のエネルギーを弁別することは難しい。Fig. 6-13 に典型的な

γ 線スペクトルの例を示す。このような、緩衝したスペクトルを弁別する手法として関数的合

法 34) が考えられる。本手法は、ピークを関数でフィッティングし、緩衝している部分の推定を

行う手法である。実際には Fig. 6-13 のようにエネルギーピークを 2 つの Gauss 分布が干渉して

いると仮定した式 [13] を使用した。 
⁄  [13] 

ここで、S(i,j)は計数率、E はエネルギー(keV)、Ei はピークエネルギー(keV)、σ2 はピークの分散

(keV)、a+bE はベースライン、c は正味のピーク計数率、i,j は複合ピークのそれぞれの核種であ

る。ピークの平均エネルギーや分散はフライト中に変わらないと仮定し、予め平均データから

決定した。ここから、一般逆行列を用いて 1 秒ごとに a、b、ci、cj を求め、1365keV の 134Cs が

1400keV 以上のエネルギーへ与える寄与割合から Cs1400 を算出した。 

次に、放射線量率（Dnr）への換算に使用した評価式を式 [14] に示す。従来の航空機モニタ

リング手法で使用している換算式に、134Cs 由来の 1,400keV 以上に与える積算計数率（Cs1400）

を除外するために必要な計数を追加した。 

− −  [14] 

ここで、C1400 は 1,400～2,800keV の積算計数率 (cps) 、BG1400 は宇宙線生成物、RSI システムの

事故汚染およびラドン壊変生成物由来の 1,400～2,800keV の積算計数率 (cps)、IBG は、放射性

セシウムが沈着していない地域における全計数率と 1,400～2,800keVの積算計数率の比率 (BG-

index)、HF1400 は 1,400～2,800keV の積算計数率の高度補正係数、CD は線量率換算係数 

(cps/(μSv/h)) である。これらの計数は、計数率が比較的小さいので検出限界値を低くするため

に積算計数率に対し 21 点の移動平均を使用した。ヘリコプターの平均移動速度を約 50 m/s と

すると、空間分解能は 1 km となる。HF1400 については、過去のパラメータフライトの結果から、

1,400～2,800keV に相当するチャンネルの積算計数率のフライト高度による変化を算出し、高度

と計数率の関係式の傾きから求めた。Table 6-2 に、使用した減弱係数と参考に通常の航空機モ

ニタリングで使用している全エネルギー領域で算出した減弱係数について示す。全エネルギー

領域で求めた減弱係数と比較して、エネルギーが大きい分、数値が小さくなっていることが分

かる。CD については、これまでパラメータフライトで求めた数値と地上の線量率の関係を調

べたところ、線量率が低い場所（天然核種の寄与が大きい場所）と線量率の高い場所（天然核

種の寄与が小さい場所）で傾向がみられなかったことから、Table 4-3 の数値を使用した。Fig. 

6-14 に、地上の線量率と算出した CD の関係について示す。なお、ここでは、Gy：Sv = 1:1.2 と
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した。 

発電所周辺の放射性セシウムの寄与分を取り除いた天然放射線の分布と、その取り除いた放

射性セシウム由来の線量率に対する自然放射線の線量率の比率を Fig. 6-15 に示す。Fig. 6-15 (左) 

に示した天然放射線の分布図には Fig. 5-9 でみられるような発電所から北西方向への分布が確

認されない。一方、Fig. 6-15 (右)に示した比率をみると、発電所から北西方向への分布が見ら

れ、本手法により、放射性セシウムの影響を減算できているように見える。一方で、定量的な

評価を主なうため、福島県の周辺でゲルマニウム半導体検出器を用いて In-situ 測定した天然放

射性核種の空気吸収線量と自然放射線強度を比較した結果を Fig. 6-16 に示す。ばらつきはある

ものの地上測定結果と相関関係にあり、近似直線の傾きは 1 に近い数値を示した。以上から、

2 つの Gauss 分布を仮定した関数適合法により放射性セシウムを適切に弁別できることと考え

られる。 

本手法を用いた、自然放射線分布を評価した結果を Fig. 6-17 に示す。適用したデータは平成

25 年度に測定したデータと平成 26 年度に測定したデータである。線量率の分布をみると新潟

県と福島県の県境に天然の放射線量が高い場所が存在する。ここは、帝釈山地という花崗岩地

帯として知られた場所であり、過去に日本全国の線量率を計測した結果と比較しても矛盾しな

い 35)。このように、両マップとも同様な傾向を示し、本手法の妥当性を示している。 

2 つの Gauss 分布を仮定した関数適合法を用いることで、134Cs と 40K の複合ピークを弁別で

き、放射性セシウム由来の線量率を適切に取り除いた自然放射線分布を評価することが可能と

なった。関数適合法を用いたピークの弁別手法の特徴として、Gauss 分布の項を式に追加する

ことで 2 つ以上の複合ピークの弁別ができ、さらにピーク面積の計数率の評価に一般逆行列を

用いるため計算速度が速い。このことから、複数存在する放射性核種を迅速に弁別することが

でき、事故直後の汚染分布の調査に特に有用な手法であると考えられる。また、事故直後にお

いては、134Cs 濃度が高いことが予想され、見かけ上自然放射線の強度がさらに過大評価になる

と考えられることから、本手法を用いて 134Cs の影響を取り除くことで自然放射線の強度を精

度良く評価できると考えられる。 
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Fig. 6-13 関数適合法を用いた 134Cs と 40K の弁別 

 

 
Table 6-2 使用した減弱係数 (m-1) のまとめ （誤差は測定結果の標準偏差（σ）） 

 

 

 

Fig. 6-14 テストポイントの地上の線量率と線量率換算係数 (CD) の関係  
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Fig. 6-15 天然由来の線量率マップ(左),放射性セシウム由来の線量率と自然放射線の線量率の比

率(右) 
 

 
Fig. 6-16 航空機モニタリングによる自然放射線の線量率とゲルマニウム半導体検出器で得られた

自然放射線の線量率の比較 
  

y = 0.97 x

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

0.00 0.02 0.04 0.06 0.08 0.10 0.12In
-S

itu
 G

e 
測

定
で

評
価

した
天

然
核

種
由

来
の

放
射

線
量

率
(μ

Gy
/h

)

航空機モニタリングで評価した天然核種由来の放射線量率
(μGy/h)

- 76 -

JAEA-Research 2015-006



 

 

 
Fi

g.
 6

-1
7 

天
然

放
射

性
核

種
に

よ
る

線
量

率
マ

ッ
プ

  
(背

景
地

図
は

、
A

rc
G

IS
デ

ー
タ

コ
レ

ク
シ

ョ
ン

ス
タ

ン
ダ

ー
ド

パ
ッ

ク
 (

ES
R

I, 
C

o.
 L

td
.) 

を
使

用
) 

 
 

- 77 -

JAEA-Research 2015-006



 

 

7. 今後の課題 

 

今年度得られた成果をまとめ、今後の課題について示す。 

・RSI システムの保守方法について 

規制庁所有の RSI システムも 4 年目となり、軽微な異常が何件か発生している。例えば、GPS

のエラーによるデータの未取得や RSI システムのバグ等である。本 RSI システムの保守・運用

についても、時間が経つにつれて、必要性が増すため、メーカーを含めた体制作りが必要と考

える。 

・線量率マップについて 

昨年度まで、CD や AF 等のパラメータは、モニタリング毎に取得し、データの信頼性を考慮

し、選定してきた。今年度は、4 年間の実施の中で、ヘリコプターと RSI システムの組み合わ

せで、データの蓄積が行われ、信頼性の高い数値の選択が可能になってきたと判断し、あらか

じめ定めた 1 つの数値を用いた。結果として、地上の結果ともよく整合し、今後も同様な方法

で問題ないと考える。しかしながら、パラメータフライトは、確認・参考データの位置づけに

し、今後も実施していくことが望ましい。 

・山間部における放射性セシウム沈着量への換算方法について 

6.4 節に示した様に、山間部での地上値と航空機モニタリングの比較を行った結果、線量率は

よく一致した。地形の効果は、航空機モニタリングに含まれる不確かさからすると影響は大き

くないように思われる。今後、更にデータを取得し、評価を行っていく。 

・ラドンの妨害について 

6.8 節で示した様に、0.2 µSv/h 程度以下の低線量率の領域では、ラドン子孫核種の影響は無

視できないことが示唆されている。現状では、RSI システムのデータから空気中のラドン子孫

核種の影響を除去することはできない。地上の影響を除去し、ラドンの放射線のみを評価する

独立した検出器のデータを使用する方法が考えられる。今後、技術開発が必要なテーマである。 

・地形効果補正の最適化について 

複雑な地形の場所、すなわち山間部はもれなく森林になっており、樹木の影響についても評

価が必要である。今後、手法の高精度化を目指して技術開発の必要なテーマである。
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8. まとめ 

 

 平成 26 年度に予定された 80 km 圏内の航空機モニタリング 1 回及び 80 km 圏外の航空機モ

ニタリング 1 回を確実に実施した。今回の結果を過去のモニタリングの結果と比較し、発電所

事故の影響があったエリアの線量率の全体的な減少傾向を把握することができた。  

事故以来、航空機モニタリングが日本で実施されて、4 年目となった。事故当時、定まって

いなかった手法についてもある程度確立し、パラメータの精度や RSI システムの定期的な保守

及び軽微なトラブルへの対応経験により、作成する放射線量率マップの精度は高まってきてい

るといえる。ただし、測定者の技能にかかわらず、同じ測定結果が得られるまで、測定手法が

確立しているとは言い難く、事故以来、専属的に行ってきた研究者、技術者の知識と経験に負

うところはまだまだ大きい。今後、さらなるルーチン化を目指し、単純なシステム化が必要で

ある。また、米国や英国のような、航空機モニタリング先進国の方法と比較し、手法の妥当性

の国際的な担保を目指すことが必要だと考える。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）
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